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1. はじめに 

 高度経済成長期の人口・世帯数の急増による住宅不足を

受け，神戸市では 1960 年代から郊外に住宅団地を開発し

てきたが，初期の開発団地は時間の経過とともに，居住者

の高齢化や施設の老朽化などにより，次第に活力を失いつ

つある．特に居住者の人口の世代別構成が大きく偏ってい

る．開発当初の時期に子育て世代であった人々が多く転入

し，その後の若年層の転入数が少ないため，団地住民の急

速な高齢化を迎え，転入者が少ないことから空き家問題の

懸念が高まりつつある．郊外住宅団地は，立地条件の利便

性がやや低いが，敷地や住宅の広さにゆとりがあるため，

良好な住環境を有している．現在・将来の若年層に選ばれ

る住宅地として，高経年住宅団地を再生するための実践的

な活動が，全国的に展開されている(1)ものの，各活動が団

地の再生にどのような効果を及ぼし，どのような課題を残

したかの検証は途上の段階である． 
そこで，本論文では，筆者の研究室が 2014 年度から 2020

年度までに取り組んできた，神戸すまいまちづくり公社（以

下公社と記す）との高経年団地の再生に関する連携活動を，

活動主体・活動対象の範囲・経費注 1)を整理し，活動の効果

と課題を考察することで，今後の学生が参加する郊外住宅

団地の再生活動の効果をあげるための知見の取得を目的と

する．研究の方法は，アクションリサーチと連携相手であ

る公社へのヒアリング調査（2021 年 4 月 27 日午後 4 時-
5:30 時にオンラインで実施）である． 

郊外住宅団地の再生に関する研究は，全国の各団地をフ

ィールドとして，多岐にわたる蓄積がある．NPO と住民と

の連携活動(2)や団地再生のためのリフォーム・高齢者支援

コミュニティビジネス(3)，団地内でのコミュニティ・サロ

ンの実験的運営(4)，外部空間利用の実態把握(5)，UR と民間

企業のコラボレーション型住戸の入居前後の評価(6)等が挙

げられる．関西圏で大学が団地再生に取り組んだ事例とし

ては，関西大学が大阪の男山地域と南花台地域で団地再編

プロジェクトを展開したもの(7)や，UR 西武庫団地での学生

の自主リフォーム活動(8)，兵庫県明舞団地での学生居住に

よるコミュニティ活動支援(9)等が展開されている．本研究

の特色は複数の団地の開発・管理を業務とする公社との連

携活動によって，複数の団地で展開した再生に関する実践

活動の種類ごとに，課題と効果を考察する点である． 
本論文は全４章から構成され，第１章は研究の背景・目

的・方法等を整理し，第２章では連携活動の活動主体・活

動対象の広さ・経費を整理したうえで，各活動の効果と課

題の考察を記す．第３章では，団地に関する課題と各課題

の解決にむけた活動を考察し，公社との連携活動の取り組

める範囲と今後を考察する．第４章は，これらをとりまと

めた結論を記し，今後の連携活動の展開を考察する． 

2. 公社・大学の連携による活動 

2.1. 2014～2020 年度の活動 

公社との連携活動は 2014 年から始まり，2015 年度に神

戸大学大学院工学研究科と公社が「高経年住宅団地の再生

支援に関する連携協定」を締結した．2015 年度からは本協

定に基づく連携活動となり，神戸大学の地域連携事業(10-15)

に採択され，事業実施の補助金を得て，活動を継続してい

る（表 1）．これらの活動を，I.基礎調査，II.プラン提案，

III.住戸リニューアル活動，外構空間利用，IV.情報発信・情

報交換にわけ，主体，対象（広さ），経費，効果，課題につ

いて考察する． 
2.2. 基礎調査 

 基礎調査は，活動に取り組むにあたっての基礎データを

得るための現地調査，団地内の場所（団地全体，外構，セ

ンター部）の現地調査，住民から情報や意見を得るアンケ

ート調査やヒアリング調査等である． 
主体は，学生・研究室が調査者，住民は調査対象者，公

社が調査の実施の支援者（サポーター）として機能してい

る．公社は，団地の環境に関するデータの提供，住民への

アンケート・ヒアリング調査の際に，住民団体と大学をつ

なげる，調査依頼を共に行なうといった支援をしている．
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Table 1 Collaborative activities on the regeneration in the suburban housing estates 
(表１ 郊外住宅団地での連携活動) 
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対象（広さ）は，住戸スケールから団地全体スケールま

で，各調査対象によって多種多様となる． 
経費は，調査の実施にあたり，調査者の交通費が最低限

必要である．アンケート調査票の配布戸数が多い場合は，

配布・回収に係る経費と人員が増す．ヒアリング調査の際

は，調査対象者への謝金が必要となる．10-20 万円前後で，

これまでの調査活動を実施できてきた． 
基礎調査の効果としては，調査結果が，Ⅳ．情報発信・

情報交換につながりやすいこと，住民に団地のことをより

知ってもらえる基礎データになることが挙げられる．2015
（平成 27）年度は，公社から調査委託費という形で大学に

研究費を提供していただき，経済的な不安のない状態で調

査を実施できた．基礎調査の結果が公社の新規事業につな

がる場合もあれば，事業に関する情報発信ツールとして機

能し，さらに次の事業立案のための基礎データとしても機

能する場合もある．いずれの場合も効果として挙げられる． 
基礎調査の課題は，調査結果が活動の結果になるものの，

学術研究成果としてのアウトプットが困難である点が挙げ

られる．基礎調査の活動が大学院生の修士論文の研究の一

部になれば，活動成果が学術論文として発表できる(16-17)．

修士論文のテーマと連携活動の内容が合致しない場合は，

研究室の過負担になるかもしれないと公社が懸念する場合

があるという意見を得た．また，調査・分析結果が，若年

層世帯の流入や団地の活性化という団地再生に直接的な効

果につながっているという手ごたえにつながりにくい点と，

調査・分析結果の可視化も課題として挙げられる． 
2.3. プラン提案 
 プラン提案の活動として，鶴甲団地での住戸リノベーシ

ョンプランの提案，高倉台団地外構プランの提案，有野台

団地の外構プランの提案を実施してきた． 
主体は，学生が提案者，公社と住民がプランの評価者の

役割を果たしている． 
対象（広さ）は，住戸スケールと住棟周りのスケールで

ある． 
経費に関しては，本プログラムを教育・研究活動として

位置づけ，学生の作業時間に対する謝金を発生させないな

らば，経費をかけずに提案できる． 
 効果は，建築学科学生のスキルが大いに活かせるため，

教育・研究活動として位置づけられる点，個人提案の場合

は多種多様なプランが出てくる点，提案が DIY の実施プラ

ンとして選出される場合がある点（図１）である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公社は，大学との連携活動での学生の提案は，広報効果

が高いと認識しており，地域新聞に記事が掲載されたり，

ケーブルテレビで放送されたりすることがある．提案内容

の着眼点から，若い人の住まいへのニーズを公社は知るこ

とができる．実施設計の段階に進めるには，建築施工の実

務者による技術支援が必要になるが，施工が困難な案はこ

れまで出てきていないとのことである． 
課題は，提案の実現に向けて工事の金額が高くなる案が

出てくる点である． 
2.4. 住戸リニューアル活動，外構空間利用 

 住戸リニューアル活動，外構空間利用として，団地内住

戸の DIY 活動，鶴甲団地１階の連続した２戸の外部をつな

げる木製デッキの DIY 活動，高倉台団地の落ち葉の清掃活

動とその落ち葉を用いての焼き芋のイベントを実施してき

た．電気工事，水回りの改修等はプロに任せ，学生が関わ

る DIY は，解体，壁のペイント，フローリング貼り，タイ

ル貼り，家具の組み立て等である． 
主体は，学生が作業者，プロの建築家・施工者は外部専

門家として技術支援やサポートを行ない，公社がスポンサ

ーであり調整役として機能している． 
対象（広さ）は，住戸のリニューアル活動は住戸スケー

ル，外構空間利用は住棟周りのスケールである． 
経費は，住戸のリニューアルの施工費は，間取り変更を

せずに内装リニューアルであれば約 150 万円，建具や間取

りを変更する場合は 300-500 万円になる．設備改修をすれ

ばさらに約 100-300 万円多くかかる． 
効果は，実際に若年世帯が DIY 住戸に転入したという実

績があがったことである．住戸のリニューアルにより，住

戸・団地の老朽化の解決につながる．建築学科学生にとっ

ては，施工の経験を積むことができる点が効果して挙げら

れる．住戸リニューアル後はオープンハウスを実施し，多

くの人に見てもらえる点も効果として挙げられる．公社側

は大学連携による DIY による住戸リニューアルは広報効

果が高いと考えている．同時期に十数戸のリニューアルは

できないが，少しずつであっても住戸の高質化ができてい

る． 
課題は，他の連携活動と比較すると経費がかかる点であ

る．が，公社としては住戸リニューアルと広報効果を合わ

せて 300 万円の経費は妥当だと考えられている． 
2.5. 情報発信・情報交換 

情報発信・情報交換の活動として，鶴甲団地の魅力発信

冊子の企画・編集・発行，高倉台団地の課題発見マップの

パネル展示と外構利用に関するワークショップの開催，有

野台団地の紹介とセンター部の飲食店紹介マップの作成を

実施してきた． 

主体は，学生と公社が情報発信者であり，住民，団地内

外の人々，Web や SNS 閲覧者が情報発信先の相手である． 
対象（広さ）は，取り扱う情報の場所と発信先の場所の

スケールは多様で，取り扱う情報は，住棟周り，センター

（商業施設），団地全体，発信先は，それらに加えて，団地

の外まで発信できる． 
経費は，冊子を印刷する紙媒体の情報発信ツールでは 10

万円超，Web 掲載であればコンテンツ作成者と更新者の人

件費がかかる．総じて数万～十数万円がかかる． 

Fig.1 Part of the advertisement on open house designed by 
Kobe University student. 
（図１ 神戸大学学生がリニューアルプランを設計し

た住戸のオープンハウスの広告（抜粋）） 
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効果は，鶴甲団地の魅力発信冊子を，団地内住民へ全戸

配布したことによって，団地の魅力を住民に再認識しても

らえた点，住民とのワークショップでは住民の意見を直接

聞くことができた点が挙げられる． 
 課題は，情報発信冊子を置いていただく場所の確保や，

Web, SNS の場合はフォロワー等を多くするなど，紙でもオ

ンラインでも閲覧者を増やす工夫が必要な点と情報更新の

継続が難しい点が挙げられる．冊子の場合，発行後は情報

更新ができない．Web の場合，情報を更新できるが，情報

を頻繁に更新し，閲覧者数を増やす工夫をし続けることが

難しい．物件探しの web ページに団地の魅力・暮らしマッ

プを掲載しておきたいが，情報更新がされないマップでは，

過去の情報を発信することになり，よくない状況になって

しまう．Web 担当者が変わると情報更新が難しくなる． 

3. 団地の課題と解決にむけた活動 

郊外住宅団地の抱える一般的な課題を，居住世帯，コミ

ュニティ，立地，交通，施設・センター機能，住宅・住棟

周りという項目ごとに，開発時の状況，2020 年代に顕在化

している課題，その課題の解決にむけた活動に関する考え

を整理し，これまでの公社と大学との連携活動で取り組ん

だ活動を星印で示した（表２）．団地の多様な課題に対して

多角的な活動が必要であることがわかる．センター機能の

活性化や用途混在の推進において，大学が関与・参画でき

Table 2 Issues and activities for solution in suburban housing estates 
（表２ 郊外住宅団地の課題と解決のための活動） 
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る可能性があると考えている．また，大学と公社の連携活

動が，若年層世帯の転入に直接つながっているかという検

証は困難であるが，住宅の高質化を実施し，その住宅へ入

居した若年層世帯の住宅選択の嗜好について，調査・分析

を行い，データを蓄積していく必要があると考えている． 
団地の多様な課題を解決し，高価値化を図っていくため

には，大学と公社のみの連携では困難であり，空き家マッ

チング，コミュニティビジネス，センター機能の活性化に

参画する主体を増やし，民間事業者，NPO 法人等団地に密

着・精通した組織が必要だと考えられる． 

4. まとめ 

 公社と大学の複数年にわたる連携活動の整理を通して，

経費と活動の見えやすさに着目してグラフ化した（図２）．

I．基礎調査，II．プラン提案と IV.情報発信・情報交換に関

しては 10 万円～数十万円以下で公開しやすい活動が展開

でき，III．住戸リニューアル活動は，他の活動と比べて多

額な経費がかかるが，公社という団地内住宅を管理してい

る連携相手がいるからこそ，実践できている活動で，住宅

の高質化に直接寄与する活動として機能している． 

 2014 年度以降の実践活動を通しての効果と課題を，2 章

での記載のほかに，ヒアリング調査で得られたことも追加

してまとめる．効果は下記の通りである． 
・連携相手と協定を結ぶことで活動の継続性を担保できる． 
・各主体の役割については，公社－住民，大学－住民とい

う２項の関係ではなく，大学－公社－住民という３者の関

係を構築でき，活動に円滑に取り組める．大学側は，公社

との調整により，住民の意見を円滑に聞くことができ，調

査や活動を実施できる．公社側は，大学が介在することで，

住民との意思疎通がしやすくなり，公社が中立の立場で住

民と接することができる．平等・公平な主体間の関係を構

築でき，団地再生に取り組みやすくなる． 
・公社側は大学との連携活動ということによって，広報効

果が高い点，団地内外の住民に注目してもらいやすい点を

効果として感じている． 
・2014（平成 26）年度ごろは団地のリフォームはあったが

リノベーションは主流ではなかった．公社は団地再生の最

低限の取組みのみしていると，住民に思われることが少な

くなり，大学との連携によって信用度が高い活動として理

解されるようになってきた． 
・I．基礎調査（アンケート，ヒアリング等）の結果を情報

発信ツールとして役立てることが可能で，次の活動と公社

の事業立案に向けての根拠データとなる． 
・II．プラン提案，III．住戸リニューアル活動に関しては，

建築学科学生のスキルを活かせる活動であり，大学の講義

等で教育しにくい，施工に関する教育の機会としても機能

している． 
・II．プラン提案では，空間の使い方が面白いと肯定的にと

らえていただける傾向がある．学生という若者の提案には

関心が高く，公社にとっては広報効果が高いと考えられて

いる． 
・III．住戸リニューアル活動に関しては，経費がかなりか

かるが，住戸の高質化により，家賃をあげて賃貸物件を提

供できる．そして直接的な効果（若年世帯の転入）がみら

れる．DIY やオープンハウス後に，近隣住戸の改装事例が

出てきている． 
・Ⅳ．情報発信・情報交換に関しては，基礎調査において

調査，分析，まとめを行ない，その結果から魅力の設定を

行ない，発信するという，総合力が必要な活動である．マ

ップや冊子の作成は，ネットに掲載されていない情報を入

れることで，団地の良さをアピールする媒体になっている． 
 一方課題は下記の通りである． 
・I.基礎調査では，調査結果を地域へ還元すると概ね賛同を

得られるものの，調査結果をふまえての課題解決の本格的

な実践活動への展開が困難である．特に，集合住宅内での

住み替え，戸建て住宅の賃貸化など，居住者に大きな決断

と負担が発生するものは，なかなか実現しづらい．住み替

えを促進するなら，公社等の組織が，住み替えに関する事

業を設定し，地域にしっかり入って，コーディネートしな

ければ実現が難しいと考えられる． 
・III．住戸リニューアル活動に関しては，経費・人員の観

点から，単年度の間に DIY のリニューアルを何十戸も同時

進行させることはできない． 
・Ⅳ．情報発信・情報交換は，作成した冊子やマップ等を

手に取ってもらうチャンスを増やす，ネットで検索しやす

くできるようにするなど，広報上の課題が残る．情報更新

の継続性の課題もある．マップや冊子の作成は，ネットに

掲載されていない情報を入れることで，団地の良さをアピ

ールできるが，情報更新に対応しにくい．インターネット

を用いた情報発信は，更新頻度を高める，発信のコンテン

ツを作る等，頻繁な作業が必要になり，Web 更新・広報専

門の担当者がいるほうがよい． 
・各活動の効果を直接的に測ることが困難である． 
 今後の活動は，３章で述べたように，各団地で地域に密

着して活動できる主体との連携を模索し，活動の範囲を拡

大し，高経年住宅団地の活性化に寄与したいと考えている． 
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Fig.2 Relation between cost and visibility for the public of 
collaborative activities 
（図 2 連携活動の経費と公開の関係） 
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注 

注 1)本論文での経費は，各活動にかかる経費を公社と話し

合って概算額を提示した．神戸すまいまちづくり公社は，

2014-2015（平成 26，27）年度に，国土交通省の住宅団地型

既存住宅流通促進モデル事業に採択され，神戸大学がこの

事業の一部に参画した．公社の事業内容に関する経費は，

モデル事業の事業費や公社の事業費から支出されてきた．

例えば，DIY に関する材料費，実務者の技術支援等の経費

等が公社の事業費から支出されてきた．神戸大学では学内

の競争的資金である地域連携事業に申請し，採択されると

事業の補助費として毎年約 20 万円が支給されてきた．地

域連携事業費では学生の作業に対する人件費を支出できな

いが、連携活動にかかる経費（交通費，団地再生に関する

文献費等）を支出できる． 
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